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デー
タベ ー

ス に よる既存高層鋼構造建物の耐震性能評価

そ の 1 ：柱梁接合 部の 実態調査 ・分析
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キーワード　高層建物 　鋼構造 　長周期地震動

　　　　　　柱梁 佳 口部　性能評定シ
ー

ト

1．　 は じめに

　大都市に長周期地震動が伝わ る こ とで，高層建物 に被害が 生 じ

る こ とが危惧 され てい る。その 被害は，都市の 地盤 特性 と建 物の

応答特性の 関係によ り異なる と予測され るが，それ らを体系 的 ・

網羅酌 に整 哩 した 資料は ほ とん ど見 当た らない 。

　本研究の 構成は次の とお りで ある。（1）性 能評定シ
ー

トに 示 さ

れ る資料を，年代や 地区に着 目 して 整理 し，さらに地 盤の もっ

卓越周期等との 関係を見 るこ とで ，それ ぞれ の 地域にお い て よ

り大 きな被害が 予測され る，す なわち着 目す べ き高層建物 の カ

テ ゴ リを選 別する。  その結果を踏まえて，それぞれに 適切な

建物モ デル を構築 し，時刻歴応答解析に よ り，エ ネル ギ
ー

の 観

点か ら要求性能を定量 的に評価する。（3）高層建物にお い て 損傷

が集中する柱粱接合部の 保有性能を構造詳細に応 じて設 定 し，

要 求牲能との 関係か ら被害を予測す る。
一
連 の 研究 の布石 と して．本報そ の 1で は，柱梁接舘 阻 関す

るデータベ ー
ス を作成及びそれ を用い た調査 ・分析 を行 い ，そ

の 2で，長周期地震動の 特定の 周 期帯 に着 目して年 代，地 区別 に

選別 した カ テ ゴ リを示 す。

2 ．高層建 物データと対象建物

　本研 究 は，東京理 科大 学 寺本研究室 が作成 した 日本 建築セ ン

タ
ー

発 行の 性能評定シ ートに基づ く高層建物データベ ース を使

用す る。表 正に，本研究にお け る年代別 の棟数を示す。本研究

で は，1981年 の新耐震設計法 の施 行 ，
1995 年 の 兵庫県南部 地震，

2001 年 の 建築基準 法の 改正 に着 目 し，年代 を決 定 した。

　 高層建 吻データベ ース は，1966年〜2001年 5 月の 期間で 評定

を取得 した鋼 構造建物 を 対象 と し，柱 梁接合部に 関する情報を柱

梁仕 ロ 部，柱継手及 び 粱継手 の 項目に分 け，追加作成を行 う。但

し，1っ の 建物に複数の 構造翻 1亅を含む場合，鋼構造に関する記

載の み を調査の 対 象とす る。また，対象建物 に お ける低 層部，展

望部 鉄 塔部の 柱梁接合部に 関する記載は本調査で 除外 して い る。

　なお，性能評定シ ートの 記 載か らは判断が明確 な もの の み を

読み取 るが，仕 口 部の 接合方 法に関す る記載がない 場合は．以

下に示す条件に従い 分類 した z

  梁継手が現場溶接と記載され，かつ フ ラン ジが溶接接合 ウ

　 ェ ブ が高カ ボル ト及 び溶接接合 の 場 合，梁継手 を仕口部 の接

　 合 と見 なす 。

  梁継手の フ ラン ジ とウェ ブが高カボル ト接 合の 場合 仕 口部

　 を工 場溶接と見なす。

表 1 年 代別対象建 物

年代一1 年代
一2 年代

一3 年代一4

評 定年代

1966年［月

　 　〜

Dgl 年5月

198L年6月
　　 〜

1999 年 12月

1990年 1月
　 　 〜

1994 年 1ユ月

】995年 1月
　 　 〜

20Dl年5月
対象 建物棟数 173 llo 293 205

3 ．部材 断面細の 細分類

　表 2 に，柱部 材，梁部材の 断面形状の分 類を示 す。 但 し，溶

接 卜字形断 面柱の構造種別 が明確で ない 場 合は，鉄筋 コ ン ク リ

ー
ト造 と見 な し調査 対象 か ら省 く。図 1 に，表 2 で示 した断面

形状 の 害拾
』
を年代 別に示す．図 1  の柱部材よ り，全て の 年代に

お い て箱形断面が最 も多い こ とが分 かる。特 に，Bw が年代と とも

に増加 してお り，年代一3で は全体の 75％ を 占め て い る、図 且（b）の

梁部材
．
で は，年代

一1〜3 を通 して ，II形断面が全体の 半分以 上を

占めて い るこ とが分か る、特に，H 形断面 の 中で溶接に よ っ て組立

て られた IIw が最 も多い ．

4． 溶接形式 に関す る調査

　 本研 究で は，建物 内で 現揚溶 接を用い た接合部が
一

ヵ所 で も

あ る場合，その 建物の溶接形式を現場溶接 に分類す る。
4．1　 年代別の溶接形 式

　図 2 に，棟数と工 場・現揚の 溶接形式の 害拾 を年 代別 に示 す。
年代

一1 〜4 の 全体で，現揚溶接が 61％ （480棟）で あっ た。

年代別に見ると，年代
一1で 37％ （M 棟），年代

一2で 61％ （67

棟 ），年代
一3 で 77％ 〔226棟），年代

一4 で 60％ （123棟）を

現揚溶接が 占め る。年代一1 〜3 で 現 場溶接は増加傾 向に ある．
しか し，兵庫県 南部地震後 の 年 代一4 で 現場潯接 は，年 代一3

の 77％ か ら 6〔既 に減少 してい る。

　なお，現場溶接のみ に 着 目 した とこ ろ，現揚溶接で 柱部材が

箱形断面，梁部材が H 形 断面 を用 い た組 み合 わせが，全 て の 年

代にお い て約 90％ を占める こ とがわかっ た （図 3）。
4 ，2　地 区 別の 溶接形式　 i

　表 1 に示 した年代
一1 〜4 の 対 象建物 棟数は全 781棟で ある

が，その ほ とん どは主要都市部に集中して 分布 して い る。従 っ

て，以降の 分析は東京地 区 （東京，神奈川，千葉，埼玉 ）の 443

棟 （全体の 57％），名古屋地区 （愛知，岐 阜，三重 ）の 35棟 （5％），
大阪地区 （大阪，兵庫）の 148棟 （19％）に分類し，3 地区の

計 626棟 （80％〉 に限定 して行 う。

　図 4 に，工 揚
・
現場の 溶椄形式の棟嗷と害洽 を地区別 に示す．
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年 代一1〜4 を通 し，地区毎に現場溶接を用 い た既存高層建物は

東京地 区で 66％ Q93棟），名古屋 地区 で 54％ 〔19棟），大阪地

区 69％ 〔95棟） を占める。地 区の 違い に よる傾向は特に見 られ

ず，3 地区 とも年代
一

】
〜3 まで増加 し年代

一4 で減少するこ と

がわか る。現 場溶接の 割合が最も多い年代
一3 では東京地区で

82％ ，名占屋 地区で 77％，大 阪地区で 76％ となり 3 地区とも約

80？1。を 占めるまで増加して い る。しか し，兵庫県南部地震後の年．

代
一4 の 現場溶接は，大阪地区は 48°／。で あ り，3地区で最も少 な

レ値 となっ て い るこ とが確認できる。

表 2 断面形状

（a） 柱部材

名称　　 略 号　　　　　　　　　詳細名

B ロ
ー

ル BOX 形，BOX 形 鋼

箱形断面
Bw

溶接BOX ，溶接組立 BOX ，組 立 BOX 形 ，
BOX プ レ

ー
トビル トア ソ プ 、ユ ニ バ

ー
サル BOX

Bc 冷間BOX

Bh 熱 間成形角形銅 管

H ロ
ー

ル H，圧延 H，極厚H，1型

H形 断 面
Hw

ビル トア ッ プH 〔BH ），組 立H，溶接H（WH ），
1形 プ レートビ ル トア ッ プ ，溶接且

十 字型断 面 CrP

成形円形鋼管，S卩ラム

円形 断 面 P呂 遠 心 力鋳 鋼 管 （G コ ラム ）

P じ 冷問成形円形 鋼管

記 載な し N

〔b） 梁部材

名称 略 号 詳細名

箱形断面 Bw 溶接BOX ，溶接組 立 BOX ，組 立BOX 形

H ロ
ー

ル H，圧延H

H 形 断面 Hw
ビル トア ッ プ H 〔BH ｝，組立 H，溶接H （WH ），
1形プ レ

ートビル トア ッ プ，溶 接 1

H 卜 ハ ； カ ム H

そ の 他 EL 型，T型
記 載 な し N

蠍
300　．．．

240．lt
日Ol 　 姐

抽
1

M ；形状の 異な るもの を複数弔い た もの

醜
／厂

齢．100
一eD

l：：
1：°

◇ 棟数

■ 記 載な し

「n 工場溶接

驪 罍現陽 溶接

5 ．　 ま とめ

　既存高層建物の長周 期地震動に対する耐震性能を評価す る際

に用い る建物モ デ ル 作成の ため，既存高層建物の 柱梁接合部 の

調査 ・分 析 を行っ た。調査結果よ り以
．
ドの 知見 を得た。

・
囎 容接を用い た既存高層建物は全体で 61％ （4se棟）であっ た。
・現 場溶 接 は年代一1 〜3で 増か噸 向｝こあるが，兵庫県南部地震後

　で減 身する。
・年代一4 で，大阪地区 の現驟 害1洽 が最 も低 く48％ であ っ た。
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